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1.は じめに

設備廃棄の問題が、わが国企業において、重要な問題 になっていることは、われわれの

これまでの研究 において明 らか にして きたところであるが、その実態については、理論的

に十分 に取 り上げ られ、解 明が進 んで きている とは言い難 い状況 にある1・。われわれは、

とくに、構造改革の進展 を、設備廃棄の進展が新 たな設備投資 を呼び起 こすのか?あ るい

は、古い機械設備の存在が新 たな設備投資 を妨げているのか?と い う企業行動 における問

題 として とらえ、設備廃棄の進捗が、世界的な課題 となっている経済システムの構造改革

にどのような意味 を持っているのか を、理論的、実証 的に明 らかに しようとする ものであ

る。

本稿 では、わが国の輸送用機械器具産業 に属す る企業について、設備廃棄、設備投資、

雇用調整、事後的利益 とOEM化 のかかわ りを、多変量動的パ ネル分析 を用いて統計的因

果関係 を明 らか にし、設備廃棄 と設備投資 に伴 う構造 改革 について、輸送用機械器具産業

に属する企業の経営行動 を解明 してい く2・。 この分析 で用いたデータベースは、「日本政

策投資銀行」の 『企業財務デー タバ ンク』であ り、上場企業 個別決算:財 務 デー タ編

(正規化 あ り)を 用いている。収録期間 は、1956年4月 期決算 ～2003年3月 期決算であ

る。

したが って、分析対象企業は、上場企業 に限定 される。分析 にあたっては、 さらに、収

録企業全社、収録継続企業全社、一部上場会社、二部上場会社、収録非継続企業全社 の5

企業 グループに分類 している。 また、分析対象期間は、1980年 ～2002年 であ り、 この期

間を、さらに、1980年 ～1989年 、1990年 ～2002年 に細分 して、分析 を実行 している。

本稿 で用 い た変数 は、次 の とお りで あ る31。

OEM比 率(商 品仕 入高/売 上高)
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雇用(従 業員数変化率)

設備投資(償 却対象有形固定資産当期増加額変化率)

設備廃棄(償 却対象有形固定資産当期減少額変化率)

利益(営 業利益変化率、経常利益変化率、税引後当期純利益変化率)

また、定数項 としての操作変数に、次の変数 を用いている。

流動固定配分情報

平均勤続年数変化率

サステ ィナブル成長率(平 均 自己資本による)

インタレス トカバ レッジレシオー利益ベース

以下では、本稿 における帰無仮説が棄却 され、有意 な関係がある と判定 された変数 だけ

を使用 して、わが国輸送用機械器具産業に属す る企業の設備廃棄 と設備投資 をめ ぐる経営

行動 を検証 してい くことに したい。なお、推定結果 については、紙幅の制約上、利益指標

を、税引後当期純利益(以 下、「当期利益」 と略記す る)に ついてのみ、本稿末 に資料 と

して、一括掲載 しているので、参照 していただ きたい。

皿.設 備廃棄 は新たな設備 投資 を呼び起 こ したか?

0構 造改革1拡 張投資か ら更新投資へ一

1)1980年 ～2002年 の期間において(通 期)

輸送用機械器具産業 に属す る企業 においては、1980年 から2002年 の通期でみるか ぎり、

いずれの利益変数のレベルにおいて も、設備廃 棄は、利益基準 にもとついて実行 されてお

り、結果 として、営業利益 と経常利益の水準 に作用 している。それに対 して、設備投 資 に

ついては、 とくに、一部上場会社 においては、設備廃棄が設備投資 を規定 している。 まさ

に、設備廃 棄は、設備投資 を呼び起 こしている。全体 としてみても、設備廃 棄 と設備投資

は相互に規定す る関係がみ られるところであるが、設備投資が利益 に直接結びついてはい

な くて、設備廃棄 を介 して、利益 に結びつ く形 になっている。営業利益 と当期利益 にあっ

ては、設備投資に利益基準 として作用 しているが、経常利益 にあっては、0部 上場会社に

おいて、利益基準であると同時に、設備投資が経常利益 を規定する要因 となってい る。経

常利益が、他の利益 と異 な り、結果 として、設備投資の影響 を受けていることを示 してい

る。

このように、設備廃棄 は、輸送用機械器具産業 に属する企業 においては、意思決定にお

ける重要な要因 となっていた ことが うかがえる。そ して、少 な くとも、 この産業における

企業にあっては、設備廃 棄 にともな う設備投 資 を実行す ることによって、構造 改革 を行い、
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そ の結果 として 、利 益 、 と くに経 常利 益 に影 響 してい る こ とが 明 らか に なって い る。 この

構造 改革 を実行 す る とい う行 動 は 、 と くに、 一部 上場 会社 にお いて 、明確 にな ってい る。

ところが 、 さ らに詳細 に、80年 代 と90年 代 を区分 して分 析 して み る と、 そ こ には、 明 ら

か に異 な った行 動 がみ られ る。 この80年 代 と90年 代 にお け る行 動 の相 違 か ら、 この 産業

にお い て、構造 改革 が実 行 された時 点 とそ の構造 改革 政 策 の内容 が どの よ うに変化 して い

るのか につい て絞 り込 む こ とが可 能 となるで あ ろ う。

構造改革 と雇用、お よび、OEM比 率 との関係 は、 どの利益指標 に もとついて も、雇用

が設備投資 を規定 してお り、二部上場会社 においては、OEM比 率が設備投資 を規定する

とい う関係が明 らかになってい る。同時 に、設備廃 棄 に対 して、すべ ての利益指標 におい

て、二部上場会社 においては、雇用、OEM比 率 ともに、相互規定の関係 にあるこ とが明

らかになっていることが わかる。この結果 は、一部上場会社 と異 なる ところであ るが、一

部上場会社 では、有意水準が5%超10%以 下の水準であ るが、当期利益 において、OEM

比率が設備廃棄 を規定す るとい う関係がみ られるにす ぎない。輸送用機械器具産業 に属す

る企業 において は、一部 上場 会社 と二部 上場会社 とで は、構造改 革 とそれ に ともな う

OEMと の関係が、明 らかに異なってお り、 とくに、設備廃棄 においては、雇用 、OEMと

もに、まった く異なった行動が採用 されていた ことがわかる。0部 上場会社 においては、

雇用 とOEMに ほ とん ど関係 な く設備廃棄が実行 されてい る。それに対 して、二部上場会

社 にあっては、雇用 とOEMは 、設備廃棄 を規定す る重要 な要 因であ り、同時 に、設備廃

棄が雇用 とOEMに 決定的な影響 を与えている。 これ らの ことか ら、二部上場会社 におい

ては、設備廃棄 に関する決定が、非常 に重要な課題であったことが わかる。

2)1980年 ～1989年 の期 間において(80年 代)

輸送用機械器具産業 に属す る企業 においては、80年 代 と90年 代 とでは、まった く異な

った行動が明 らかになっていることは、先に指摘 した とお りである。それは、 どの ような

ことであろうか。

80年 代 、輸送用機械器具産業 に属す る企業 においては、全体 と してみ ると、設備廃棄

は、営業利益 を利益基準 として実行 されているのに対 して、設備投資 は、営業利益 と経常

利益 を利益基準 として、実行 されている。設備投資 を実行するか どうかの基準は、営業利

益 と経常利益であ り、設備廃棄 は、 もっぱら営業利益 に もとついて決定 されていたとい え

る状況 にある。設備投資 、設備廃棄 ともに、行動 の結果 として、いずれの利益 をも規定す

るとい う関係 を持たない。 したがって、実行 されていた構造改革は、結果 として利益 に影

響 を与えるものではな く、利益基準 にもとつ いて実行 を決めていたにす ぎないとみ なす こ

とがで きる。
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ところが、もう少 し詳 しくみてみると、一部上場会社 にあって、設備廃棄 は、営業利益 、

当期利益、そ して、経常利益 については、5%超10%以 下の水準 であるが、それぞれの利

益 を利益基準 として、実行 されているのであるが、二部上場会社 においては、この関係 は

み られない。 したがって、二部上場会社 における設備廃 棄行動は、利益 とは関係 なく実行

されてお り、設備廃棄 を規定 している要因は、雇用のみ となる。なお、0部 上場会社 にお

いては、5%超10%以 下の水準であるが、設備廃棄が当期利益 に影響 を与えていることを

示 している。

また、設備投資 については、一部上場会社 にあ って、営業利益、経常利益、当期利益 を

利益基準 として、実行 されてお り、二部上場会社 においては、経常利益、そ して、営業利

益 については5%超10%以 下の水準であるが、それぞれの利益 を利益基準 として、実行 さ

れている。当期利益 との関係 はみ られない。設備投資行動の結果が、いずれの利益 にも影

響 を与 えていはいない。

そ して、この期間、一部上場会社 においてのみ、いずれの利益 において も、設備投資が

設備廃棄 を規定す るとい う関係が明 らかになってい る。構造改革 は、この時期、一部上場

会社で進め られていたようであるが、それは、設備投 資主導型の改革であった とい うこと

がで きるであろう。設備廃棄は、利益 と設備投 資 に もとついて、その大 きさを決め られて

いた。なお、そこでは、雇用水準 も規定要因 として重要な役割 を果 た している。

二部上場会社にあっては、設備投資が設備廃 棄 を規定す るとい う関係 はみ られない。 し

たが って、設備廃棄 と設備投資 は独立的に決定 されてお り、構造改革に影響 を与 えていた

のは、雇用が最 も重要 な要因であったことがわかる。この期 間、二部上場会社 においては、

本格的な構造 改革 にはいまだ取 り組 まれていなかった。

この ように、一部上場 会社 と二部上場会社で は、構造 改革 の実行 について、 この期間の

行動 にかな り大 きな差異が見 られる。なお、構造改革 について も、いまだ十分な ものでな

く、設備投資が中心の設備拡大政策の中で実行 されていた ことがわかるであろう。

3)1990年 ～2002年 の期 間において(90年 代)

90年 代 にはいる と、輸送用機械 器具産業 に属す る企業 におい ては、状 況は一変す る。

経営行動の決定において、構造 改革がその中心的な位置 を占めるもの となっているが、設

備投資 よりも設備廃棄が重要な要因 として現 れる。すべ ての利益 において、設備廃棄 と設

備投資は、ほぼ相互規定の関係 にあるとみられるが、全体的にみて、営業利益 と経常利益

との関係 については、設備廃棄 との関係がみ られるにす ぎず、設備投資 との関係 はみ られ

ない ところである。そこでは、利益 は、構造改革政策 を決定す る際の利益基準 であ り、そ

して、設備投資か ら設備廃棄へ の作用 をもともなって、設備廃棄政策の結果が、利益 に影

響 していることを示 している。 この時期 には、設備廃棄 を伴 う本格的な構造 改革が実行 さ
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れてお り、その構造 改革行動の結果が、営業利益、経常利益 に影響 を与えていることがわ

かる。 なお、 この時期 には、いずれの利益 において も、構造改革 には、雇用が影響 してい

ることがわかる。雇用水準 ・政策 は、設備投資 を規定する要因であ り、設備廃棄は、雇用

水準 ・政策 と相互規定関係 にある。設備投資が、雇用水準 ・政策 によって、0方 的に規定

されているのに対 して、設備廃棄 は、一方的に雇用水準 ・政策 によって規定 されるのでは

な く、雇用水準 ・政策 は、また、設備廃棄政策の影響 を受けている。

さらに詳 しくみてい くと、 この期 間において も、一部上場会社 と二部上場会社 とで は、

異なる行動がみ られる。 まず、一部上場会社 にあっては、設備投資 は、営業利益 と雇用 に

よって規定 されている。そ して、設備廃棄は、当期利益 を利益基準 とし、 また、雇用 によ

って規定 されつつ、その行動 の結果 として、営業利益 に作用 している。経常利益 にあって

は、設備投資 との関係はみ られず、設備廃棄 とは相互規定の関係 にある。利益が経常利益

の場合には、設備廃棄 に対す る雇用の影響 は、5%超10%以 下の水準であるにす ぎず、他

の利益の場合 よりも弱い関係 を示 している。

設備投資 は、利益基準 として営業利益 を用いているが、その行動 の結果 として、いずれ

の利益 にも影響することはない。そ して、営業利益 と経常利益 の利益水準 に作用 している

のは、設備廃棄である。設備廃棄 と設備投資は、経常利益の場合 に、設備投資か ら設備廃

棄への関係が5%超10%以 下の水準であることを含めて、ほぼ相互規定の関係にある。 し

たがって、構造 改革は、当期利益 を利益基準 として設備廃棄 を実行 し、その結果に もとつ

いて、設備投資が実行 され、結果は、設備廃棄 を通 じて、営業利益 と経常利益 に現れてい

る。この構造 改革 は、古い設備の廃棄 を優先す る、設備更新型の構造 改革である とみなす

ことができる。 ここで も、雇用水準 ・政策は、相変わ らず、設備投資、設備廃棄 を規定す

る重要な要因として現れている。

それに対 して、二部上場会社 にあっては、設備廃棄 は、雇用 と相互規定 の関係 を持 ちな

が ら、一方的に設備投資 を規定する関係 を示 している。 また、雇用は、設備投資 をも規定

してお り、雇用水準 ・政策が構造改革 に大 きな影響 を与 えていた ことは、80年 代 と同様

であるが、設備廃棄が雇用水準 ・政策 に影響 を与 えてい るところに、相違 もみ られる。 ま

た、設備廃棄が設備投資 を規定す るとい う関係 は、80年 代 にみ られ なかった ところであ

る。そ して、設備廃棄 は、経常利益 と当期利益 に、5%超10%以 下の水準ではあるが、結

果 として利益水準 に影響 を与え、設備投資 は、経常利益 に有意 な水準で、影響 を与 えてい

る。 この関係 も、80年 代 にはみ られなか った。 この ように、構造 改革が、い まだ十分で

はないが、80年 代 と異 な り、雇用水準 ・政策 だけで はな く、利益 と結 びついて実行 され

るようになって きている。ただ、構造改革の実行には、利益基準 を利用 してはいない。 こ

の ように、二部上場会社の場合 には、一部上場会社の場合 と異な り、構造 改革は、明確 に

設備廃棄か ら実行 されてお り、逆 の関係 はみ られない。その際、利益基準 ではな く、雇用
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水準 ・政策が重要 な規定要因 となっている。そ して、雇用水準 ・政策 に したがって実行 さ

れた構造改革 は、結果 として、利益 に結 びつ く。経常利益 においては、設備投資が経常利

益の水準 に有意な影響 を与 えてい る。

90年 代 にお け る行動 の変 革 は 、80年 代 にす で に実 行 され てい た構造 改革 を、 そ の ま ま

継承 す るので は な く、まっ た く新 しい局 面 に直面 しつつ 、変 革 を試 み てい る こ とが わか る。

そ して、80年 代 には 、雇 用水 準 ・政 策 と結 びつ くの み で、利 益 と結 びつ くこ との なか っ

た構 造 改 革 が 、90年 代 に は、利 益 と結 びつ か ざる をえ な くな り、設 備廃 棄 を中心 とす る

投資 効率 のバ ラ ンス を とる こ とに、 その行動 の重点 を移 さ ざる をえ なか った とい う こ とが

で きるであ ろ う。 わが 国の輸送 用 機械 器具 産業 に属 す る企業 にお いて は、 この変 革 の時期

を経 る こ とに よって、世 界 にお け る今 日の地位 を獲得 で きた とい え る。

皿.構 造変革 はいつ 、 どのよ うに起 こったか?

一設備拡張型から設備更新型への変化一

これまで明らかにして きたように、わが国の輸送用機械器具産業に属する企業において

は、構造改革 は実行 されて きている ことがわか る。分析結果か ら、われわれは、80年 代

は、設備拡張型の期間、すなわち、設備投資が 中心で、拡張 に不必要な設備 を廃棄す ると

い う設備能 力の拡大 と結 びついた構造改革が実行 されてきていることをみた。そこでは、

構造改革 にとって、雇用水準 ・政策が重要 な規定要因であるが、OEM比 率 とは無 関係で

ある。利益 との関係 も、二部上場会社 においては、存在 しないが、一部上場会社 において

は、利益基準 として設備廃 棄 に対 して影響 していた。

それに対 して、90年 代 は、設備廃棄 を中心 とする設備更新型 の期間 にあたるとみなす

こ とがで きる。構造改革 は、80年 代の行動 を修正 し、投資効率 を上 げるため に、古 い設

備 ・機械 を廃棄 し、新 しい設備 ・機械 に更新 しつつ、全体 としての能力 を拡張す るとい う

方向に積極的に進 んでい るとみることがで きる。そこでは、構造改革行動 の結果 は、利益

水準への作用 として現 れる。0部 上場会社 においては、利益基準 によって構造改革 を進め

ているが、二部上場会社 においては、利益基準 を用いてはいないが、結果 としての利益水

準への影響はみ られる ところである。構造 改革に雇用水準 ・政策が影響 していることは、

80年 代 と同 じであるが、二部上場会社 において は、雇用 と設備廃棄が相互規定の関係 に

変化 している。OEM比 率 については、設備廃棄がOEM比 率 に作用 している と同時 に、

二部上場会社 においては、OEM比 率が設備投資 を規定 している。 これは、生産能力の更

新 に伴って、設備投資 は、外部の他社の能力 を必要に応 じて利用す る可能性のあることを

前提 に実行 されていることを示 してい る。OEMと しての外部生産能力の利用 を規定 して

いるのは、基本的には、設備廃棄であ り、設備廃棄 の進捗 にともなって外部能力の利用の
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程度が決定 される とい う関係 にある。設備投資がOEM比 率 を規定す るとい う関係 は、存

在 していない。

この ように、わが国の輸送用機械器具産業 に属す る企業 においては、構造改革 は、一部

上場会社 と二部上場会社 では、異なる時期 に、異 なる内容の行動が とられているが、それ

ぞれに、進展 していることは、間違いのない ところであろう。一部上場会社の方が、利益

とも関連 しつつ、積極的に構造 改革 を進めてお り、明確 に、設備拡張型投資か ら設備更新

型投資へ と移行することによって、効率 を求めて、構造 変革 を強力に推 し進めてきている

といえる。そこでは、設備廃棄 は、生産効率 と利益獲得能力に直接結びついていることに

よって、設備投資 を呼 び起 こす政策決定 における重要な要因 として作用 している。

N.わ が国の輸送 用機械器 具産 業に属 す る企 業 は、構造改革 にお いて、

どの利益 を追 い求 めたのか?ま た、 どの利 益 を行動の基準 に したの か?

われわれのモデルにおいて、営業利益、経常利益 、当期利益 をそれぞれの利益指標 とし

て分析することによって、わが国の輸送用機械器具産業 に属する企業が、構造改革 に伴 っ

て、 どの利益 を追い求めたのか、そ して、決定 において、 どの利益 を行動の基準 として用

いているのかを明 らかに しようとしている。

この分析結果か らは、輸送用機械器具産業に属する企業 にあっては、構造改革に関す る

決定の際 に、利益が利益基準 として重要な役割 を果 た していたのは、一部上場会社の場合

であ り、二部上場会社 にあっては、構造改革 の決定 において、利益基準 を用 いることはな

い とい うことがで きる。一部上場会社 においては、80年 代の営業利益 と当期利益 、また、

5%超10%以 下水準の有意 さであるにす ぎないが、経常利益 、90年 代 の経常利益 と当期利

益が、設備廃棄の決定 における規定要因 として明 らかになっているところである。利益基

準 として用いている利益 の内容 と影響 の大 きさが80年 代 と90年 代 とでは異 なっているこ

とを、初めて確認す ることがで きた。評価基準が異なるのであるか ら、構造 改革行動 に変

化が生 じていることを見て取 ることがで きるであろ う。

それでは、構造改革によって、いずれの利益 に影響 を与 えて きたのであろうか。構造改

革の結果 として、利益水準 を変化 させ ることへ の影響 は、構造改革が追い求めている利益

に他 な らない。80年 代 には、0部 上場会社が、当期利益 について、5%超10%以 下水準の

有意 さであるにす ぎないが、影響 を与 えている とい う結果がみ られるにす ぎず、 この結果

以外、一部上場会社、二部上場会社において、いずれの利益 に も構造改革が影響 を与えて

いるとい うことはない。 この ことは、政策策定 においては利益基準 にもとづ きなが ら、そ

の政策 を実行 した結果 に対 して、利益 にもとつ く評価がなされていない ことになる。そ し

て、利益 とは関係 な く、設備拡張型の構造 改革は実行 ・推進 されている。

それ に対 して、90年 代 にはい ると、一部上場会社 においては、構造改革 は、明確 に、
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利益 との関連 を示す ようになる。営業利益 と経常利益 にあっては、構造改革がその水準 に

作用 している。0部 上場会社 にあっては、利益 に結 びつ く改革が求 められてお り、効率が

問われている。二部上場 会社 にあっては、5%超10%以 下水準の有意 さであるにす ぎない

が、構造改革が経常利益 と当期利益 に作用す るとい う関係 を示 している。二部上場会社 に

あっては、いまだ不十分ではあるが、構造改革 を利益 と結びつけ ようとする方向 に進んで

いると評価することがで きる。

この ように、明確 に利益基準 にもとついて構造改革 の内容 を決定 し、その結果 として、

構造改革が利益 に結 びついてい るか どうかを評価 してい くとい う行動が とられるようにな

って きたのは、90年 代 にはい ってか らであ り、それ も、一部上場会社 を中心 とするグル

ープが率先 して行 って きた ところであることが明 らかになった。かつては利益 に結 びつ く

か否か を評価することもな く、雇用水準 ・政策 との関係で設備投資 と設備廃棄 を実行する

とい う状況にあったが、その行動 は修正 されて きていることがわかる。設備廃棄 を中心 と

す る利益基準 にもとつ く決定が、設備投資 をもたらし、構造改革 を実現する とい う方向が

明 らかにな り、同時 に、その構造改革 によって、利益が規定 される とい う、評価 のサイク

ルが明確 になって きつつある。今後、 この方向はさらに効率 を求めて進展 してい くことと

考えられる。

V.結 びに代 えて

構造改革が どのように実施 され、その結果、その構造改革が利益 をもた らす ものである

のか どうか問われる ところである。「構造改革の進展 を、設備廃棄 の進展が新たな設備投

資 を呼 び起 こすのか?あ るい は、古い機械設備 の存在が新 たな設備投 資 を妨 げているの

か?と い う企業行動 における問題」 として取 り上げるとき、設備廃棄が どのように位置づ

け られてお り、その結果、構造 改革は どの ように進展 しているのかを問わなければな らな

い ○

これまで明 らかに して きた ように、わが国の輸送用機械器具産業 に属す る企業において

は、80年 代 と90年 代では、構造 改革行動のあ り方 に、大 きな差異が見 られる。80年 代 は、

構造 改革 も、設備投資か ら設備廃棄 という方向での構造 改革であ り、設備拡張型 と名付 け

た改革の方向であった。0部 上場会社 にあっては、利益基準が作用 している。 ところが、

構造改革 の結果については、利益 による評価 を受 けることはなかった。利益 と関係 なく、

設備拡張が実行 されてい る。二部上場会社 においては、設備投資 については利益基準 を用

いているが、設備廃棄 にはそれ を用いることもな く、設備投資 と設備廃棄は独立的に決定

されている時代であった。そこでは、雇用が最 も重要な要因 として現れている。構造改革

も、雇用水準 ・政策 にもとつ くもの となっている。

90年 代 には、構造改革 は、設備廃棄 の進展が新 たな設備投資 を呼び起 こす方向で進め
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られてお り、設備廃棄が構造改革行動 の中心 となる。設備廃棄が設備投資 を呼 び起 こす、

設備更新型の構造 改革 となる。そ こでは、経常利益 、当期利益 を利益基準 として設備廃棄

は実行 されてお り、構造 改革の結果 は、利益 に反映 されている。構造 改革行動の評価基準

として、利益 を用いるという、効率志 向の方向が明 らか になっている。

わが国の輸送用機械器具産業 に属する企業 においては、一部上場会社 と二部上場会社 と

い う規模 に相違のあるグループの構造改革行動 には、少 なか らぬ差異が見 られるけれ ども、

80年 代 に一部上場会社がた どっている道 を90年 代 に二部上場会社が なぞ りつつ、競争力

のある企業へ と変 身 して きている とみなす こ とがで きる。90年 代 における一部上場会社

の構造 改革 における変革 は、生 き残 りをかけた強力な ものであ り、構造 改革の方向 も効率

主導 を目指 し、利益 と密接 な関係 をもって、政策 として、明確 に設備更新型 を取って きて

いる。 このことによって、今 日の、競争力のあるわが国の輸送用機械器具産業が構築 され

てきたのであろう。

わが国の輸送用機械器具産業 に属す る企業においては、雇用水準 ・政策が構造改革 に影

響 を与えていることは、80年 代 、90年 代 を通 じてみ られるところである。わが国の場合、

雇用水準 ・政策が、企業の政策 において最 も枢要な政策であった とい う事実 は、 どの産業

においてもみ られる ところであろ うが、輸送用機械器具産業 に属する企業 においては、雇

用水準 ・政策は構造 改革 に直接作用する要因であ り、今後 もその方向は変 わらないであろ

うと考 えられる。

*社 会学部教授**摂 南大学情報経営学部教授***立 命館大学経済学部教授

*本 稿 は
、平成17年 度科学研究費補助金(基 盤研究(B)課 題番号17330058)の 研究成果

を利用 している。なお、資料 の作成にあた り、清崎和枝氏の助力 をえた。 ここに記 して

感謝の意 を表 してお きたい。

注:

1)さ しあ た り、 以 下 の拙 稿 を参 照 され た い。 「一 般 機 械 産 業 企 業 に お け る設 備 廃 棄 をめ ぐる経 営 行 動:経 営 行 動

の多 変 量VARモ デ ル に よ るパ ネル デ ー タ分 析 」 『奈 良 大 学 紀 要 』(奈 良 大 学)第35号 、2007年3月pp .155-176

「日本 の非 製 造 業 企 業 に お け る雇 用 、資 本 設 備 とOEM化 の役 割:経 営 行 動 の パ ネル デ ー タ に よ る多 変 量VARモ

デ ル に よ る分 析」 『奈 良大 学 紀 要』(奈 良 大 学)第33巻 、2005年3月 、pp.109-138;「 日本 の 製 造 業 企 業 にお け る

雇 用 、 資 本 設 備 とOEM化 の役 割;あ ら た な指 標 を 加 えて:経 営 行 動 の パ ネ ル デ ー タ に よ る多 変 量VARモ デ ル

に よ る分 析 」 『フ ァ イ ナ ンス研 究 セ ン ター リサ ー チ ペ ー パ ー シ リー ズ』(立 命館 大 学)第04-0010号 、2004年9

月;「 設 備 投 資 は こ う して利 益 を生 ん だ!?1990年 代 の わ が 国製 造 業 企 業:経 営 行 動 の多 変 量VARモ デ ル に

よる パ ネル デ ー タ分 析 」 『フ ァ イ ナ ンス研 究 セ ン タ ー リサ ー チ ペ ーパ ー シ リー ズ』(立 命 館 大 学)第04-009号 、
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2004年9月;「OEM化 は こ う して 利 益 を生 ん だ!1980年 代 の わ が 国 製 造 業 企 業:経 営 行 動 の 多 変 量VARモ デ

ル に よる パ ネル デ ー タ分 析 」 『フ ァ イナ ンス 研 究 セ ン タ ー リサ ー チペ ー パ ー シ リー ズ』(立 命館 大 学)第04008

号 、2004年9月;「 日本 の 製 造 業 企 業 に お け る雇 用 、資 本 設 備 とOEM化 の 役 割 二経 営 行 動 の 多 変 量VARモ デ

ル に よ るパ ネ ル デ ー タ分 析 」 『フ ァ イ ナ ンス研 究 セ ン ター リサ ー チ ペ ー パ ー シ リ ー ズ』(立 命 館 大 学)第04-007

号 、2004年8月;「 日本 企 業 の雇 用 ・資 本 設 備 とOEM化 の役 割:経 営 行 動 の多 変 量VARモ デ ル に よる パ ネル

デ ー タ分 析 」 『フ ァ イナ ン ス研 究 セ ン ター リサ ー チ ペ ー パ ー シ リ ー ズ』(立 命 館 大 学)第04-006号 、2004年8

月;「 産 業(業 種)別OEM化 と設 備 廃 棄 決 定 の メ カ ニ ズ ム ニパ ネ ル デ ー タに よる先 決性 の検 定」 『フ ァイ ナ ンス

研 究 セ ン ター リサ ー チ ペ ー パ ー シ リー ズ』(立 命 館 大 学)第03-004号 、2003年12月;「 産 業(業 種)別OEM

化 と投 資 決 定 の メ カ ニ ズム:パ ネ ル デ ー タ に よ る先 決 性 の 検 定 」 『フ ァイ ナ ンス研 究 セ ン ター リサ ーチ ペ ー パ

ー シ リ ー ズ』(立 命 館 大 学)第02-005号 、2003年3月;「OEM化 の 規 定 要 因 ニパ ネ ル デ ー タ に よ る先 決 性 の検

定 一産 業(業 種)別OEM化 の メ カニ ズ ム ー」 『立 命館 経 済 学 』、 第51巻 第1号 、}42、2002年4月;「 産 業(業

種)別OEM化 の メ カ ニ ズム ニパ ネル デ ー タ に よ る先 決 性 の 検 定 」 『立 命 館 経 済 学 』、 第50巻 第6号 、15-52、2002

年2月;「OEM化 の メ カニ ズ ム:企 業 規 模 と市 場 、 組 織 」 『フ ァイ ナ ンス研 究 セ ン タ ー リサ ー チ ペ0パ ー シ リ

ー ズ』(立 命館 大 学)第Ol-006号 、2001年12月 。

2)上 記 注1)に あ げ た よ うに 、 これ まで 、 同 じ方 法 に も とつ く分 析 を実 施 して きた が 、 そ の 方 法 は 、 本 稿 にお い

て も踏 襲 して い る 。 そ れ は 、Granger因 果 関 係 を検 出す る方 法 と して 、 動 学 パ ネ ル デ ー タモ デ ル にお け る一 致 推

定量 を与 え るGMM推 定量 を採 用 し、 また 、 多 変 量VARモ デ ル を採 用 して い る 。

3)本 稿 で 用 い る変 数 に つ い て は 、 『パ ネ ル デ ー タの構 成 と動 的 パ ネ ル分 析(GMM推 定 に よ る多 変 量VARモ デ ル)』

立 命館 大 学 フ ァ イナ ンス研 究 セ ン ターResearchPaperSeriesNo.06-0042007年3月 を参 照 され たい 。 なお 、

本 稿 で 用 い る三 種 類 の 利 益 、 営 業 利 益 、 経 常 利 益 、税 引 後 当 期 純 利 益(当 期 利 益 と略 称 す る)は 、 そ れ ぞ れ に、

発 生 す る場 所 が 異 な って い る こ と は周 知 の こ とで あ ろ う。営 業 利 益 は、 本 業 と して の事 業 活 動 の結 果 で あ り、経

常 利 益 は、 財 務 行 動 を含 む会 社 ・企 業 全 体 の行 動 の結 果 で あ り、 当 期 利 益 は 、株 主 あ る い は所 有 者 に帰 属 す る 分

配 可 能 な結 果 で あ る。 本 稿 に お い て 、 三種 類 の利 益 を取 り上 げ て分 析 を実 行 した の は 、 どの利 益 に よ る影 響 が 大

きい の か とい う こ とが 明 らか に な る こ とに よっ て 、 企 業 が どの よ う な行 動 領 域 につ い て の決 定 を採 用 して お り、

そ の結 果 、 どの利 益 に影 響 を与 え て い るの か につ い て 明 らか に し よ う とす る もの で あ る。 この こ と に よ って 、 わ

が 国企 業 が 、 どの よ うな利 益 を種 々 の 決 定 の 基 準 と して 、結 果 と して 、 どの よ う な利 益 を求 め て 行 動 して きて い

る の か を示 す こ とが で きれ ば と考 え て い る 。

一20一



「奈良大 学情 報処 理 セ ン ター年報No.18」

資料=輸 送 用機械 器 具

表1VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:2741)

収録企業全社1980-2002年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 21.957578

0.00007

10.315967

0.01606

20.365602

0.00014

2.2649566

0.51927

雇 用 0.37968622

0.94441

41.086495

0.00000

124.21623

0.00000

2.7201857

0.43681

設備投資 3.6107824

0.30668

31.191079

0.00000

13.213628

0.00420

17.392936

0.00059

設備廃棄 72.138076

0.00000

155.16998

0.00000

57.621508

0.00000

26.852433

0.00001

当期利益 5.9343019

0.11485

10.017145

0.01842

10.026734

0.01834

11.714503

0.00843

注:上 段 は カイ2乗 検定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰 無仮 説 は 「Fromの 変 数か

らToの 変数へ のGrangercauseは ない」で ある。

図1VAR(GMM)収 録 企 業全社1980--2002年

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有 意で ある関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下 で有

意 である関係 を示 している。矢 印は、各変数 のFromか らToへ の規定 関係 を示 している。
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表2VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:2433)

収録継続企業全社1980-2002年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 35.506930

0.00000

8.1902289

0.04224

14.963131

0.00185

1.5657685

0.66718

雇 用 0.39749992

0.94076

69.144460

0.00000

120.83831

0.00000

1.9893112

0.57463

設備投資 0.083144725

0.99378

4.2116827

0.23949

16.939577

0.00073

4.8757640

0.18112

設備廃棄 66.088174

0.00000

173.45021

0.00000

157.92421

0.00000

12.583849

0.00563

当期利益 6.1952581

0.10249

12.462037

0.00596

2.5718501

0.46245

9.4971942

0.02336

注:上 段 はカイ2乗 検定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無 仮説 は 「Fromの 変数 か

らToの 変数へ のGrangercauseは ない」 である。

図2VAR(GMM)収 録 継続企 業 全社1980-2002年

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下 で有

意であ る関係 を示 してい る。矢印 は、 各変数 のFromか らToへ の規定関係 を示 してい る。
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表3VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:1634)

収録継続一部上場会社1980-2002年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 18.012081

0.00044

3.8856877

0.27408

9.9159985

0.01929

2.1922446

0.53348

雇 用 3.1862584

0.36379

89.690010

0.00000

6.3280747

0.09670

1.1543269

0.76398

設備投資 6.5842675

0.08640

11.054774

0.01143

4.8343472

0.18434

0.49221894

0.92060

設備廃棄 2.9879439

0.39349

2.2552684

0.52114

35.676254

0.00000

2.1605411

0.53976

当期利益 6.6621794

0.08348

23.032582

0.00004

5.0880516

0.16546

57.395051

0.00000

注:上 段 はカイ2乗 検 定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無仮説 は 「Fromの 変数 か

らToの 変数へのGrangercauseは ない」 であ る。

図3VAR(GMM)収 録継 続 一部 上場 会社1980-2002年

OEM比 率

設備廃棄 当期利益

雇 用

注:実 線 は、P値 が5%以 下 で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下で有

意である関係 を示 している。矢印は、各変数のFromか らToへ の規定関係 を示 している。
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表4VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:799)

収録継続二部上場会社1980-2002年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 39.191269

0.00000

12.778791

0.00514

14.605319

0.00219

1.0013345

0.80093

雇 用 6.9123143

0.07475

42.115851

0.00000

60.583953

0.00000

7.0114999

0.07153

設備投資 2.1187990

0.54812

5.7674958

0.12349

5.8276000

0.12031

1.1813594

0.75748

設備廃棄 23.063910

0.00004

39.704469

0.00000

65.771991

0.00000

8.7388825

0.03297

当期利益 0.92478655

0.81944

4.7773482

0.18885

11.214533

0.01062

1.8039825

0.61407

注:上 段 は カイ2乗 検 定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無仮説 は 「Fromの 変数か

らToの 変数へ のGrangercauseは ない」であ る。

図4VAR(GMM)収 録継続二部上場会社1980-2002年

OEM比 率

設備投資 設備廃棄 当期利益

雇 用

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下 で有

意であ る関係 を示 してい る。矢印 は、 各変数 のFromか らToへ の規定関係 を示 してい る。
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表5VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:308)

収録非継続企業全社1980-2002年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 28.679868

0.00000

15.115856

0.0012

18.421415

0.00036

3.1665715

0.36665

雇 用 34.971205

0.00000

38.740868

0.00000

15.524371

0.00142

9.2268917

0.02642

設備投資 2.1066338

0.55057

41.428178

0.00000

21.263626

0.00009

12.979413

0.00468

設備廃棄 15.382203

0.00152

16.471190

0.00091

19.135269

0.00026

14.802371

0.00199

当期利益 0.70113316

0.87294

22.337230

0.00006

30.044886

0.00000

37.463059

0.00000

注:上 段 はカイ2乗 検定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰 無仮説 は 「Fromの 変数か

らToの 変数へ のGrangercauseは ない」 である。

図5VAR(GMM)収 録非継続企業全社1980-2002年

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有 意で ある関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下 で有

意で ある関係 を示 してい る。矢印 は、各変数 のFromか らToへ の規定 関係 を示 している。
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表6VAR(GMM)収 録 企 業全社

Waldtest(標 本 数1044)

1980-1989年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 16.216458

0.00102

6.7300632

0.08102

4.0845512

0.25248

4.4551683

0.21632

雇 用 0.14577218

0.98583

17.862991

0.00047

4.8623782

0.18216

4.1348603

0.24727

設備投資 0.016896121

0.99942

2.5534641

0.46571

4.6018585

0.20338

5.4952267

0.13892

設備廃棄 1.1063550

0.77554

3.6185667

0.30571

0.40173311

0.93988

0.63159416

1::'・

当期利益 0.89202157

0.82735

8.2593722

0.04094

2.2058303

0.53080

4.6795015

0.19683

注:上 段 はカ イ2乗 検 定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無仮説 は 「Fromの 変数か

らToの 変数へのGrangercauseは ない」 であ る。

図6VAR(GMM)収 録 企 業全社1980-1989年

OEM比 率

設備投資 当期利益

雇 用

注:実 線 は、P値 が5%以 下 で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下で有

意である関係 を示 してい る。矢印は、各変数のFromか らToへ の規定 関係 を示 している。
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表7VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:918)

収録継続企業全社1980-1989年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 16.250338

0.00101

2.7139061

0.43787

6.2217645

0.10131

2.8481428

0.41564

雇 用 0.83998471

0.83988

14.583705

0.00221

4.5992284

0.20361

4.7030971

0.19487

設備投資 0.073284933

0.99484

3.2506765

0.35457

5.4794756

0.13987

5.4315486

0.14279

設備廃棄 1.9566938

0.58144

2.4593051

0.48269

0.30328546

0.95941

0.48101583

0.92304

当期利益 4.6175781

0.20204

9.4104554

0.02430

5.4646424

0.14077

5.2920705

0.15162

注:上 段 はカイ2乗 検定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無仮説 は 「Fromの 変数か

らToの 変数へのGrangercauseは ない」 である。

図7VAR(GMM)収 録 継続 企 業全社1980-1989年

注:実 線 は、P値 が5%以 下 で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下で有

意である関係 を示 している。矢印は、各変数のFromか らToへ の規定関係 を示 してい る。
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表8VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:635)

収録継続一部上場会社1980-1989年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 0.30859713

0.95840

1.5927606

0.66103

2.3792625

0.49751

5.7412936

0.12490

雇 用 1.3630521

0.71422

13.685451

0.00337

14.654734

0.00214

・ ・.:・:1

0.01900

設備投資 1.4911790

0.68431

11.079335

0.01130

9.7641647

0.02068

4.5407864

0.20868

設備廃棄 0.034957089

0.99828

1.1670053

0.76093

3.0550905

0.38321

6.5813044

0.08651

当期利益 2.2579770

0.52062

2.2520741

0.52176

13.112843

0.00440

12.503078

0.00584

注 二上段 はカイ2乗 検定量(自 由度はすべて3)、 下段 はP値 、帰無仮説 は 「Fromの 変数 か

らToの 変数へのGrangercauseは ない」 である。

図8VAR(GMM)収 録 継続 一部 上場 会社1980-1989年

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下 で有

意であ る関係 を示 してい る。矢印 は、 各変数 のFromか らToへ の規定関係 を示 してい る。
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表9VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:283)

収録継続二部上場会社1980-1989年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 16.383960

0.00095

1.3664363

0.71342

2.1899811

0.53392

1.1138058

0.77374

雇 用 4.1355930

0.24719

8.4449821

0.03766

11.854256

0.00790

6.0138200

0.11094

設備投資 0.33668786

0.95299

5.4909381

0.13918

1.9554222

0.58171

3.1782374

0.36495

設備廃棄 5.5700220

0.13451

3.9744679

0.26423

1.9363458

0.58572

4.6686426

0.19773

当期利益 5.9759560

0.11279

13.334181

0.00397

6.0789117

0.10783

1.3737394

0.71170

注:上 段 はカイ2乗 検定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無仮説 は 「Fromの 変数か

らToの 変数へ のGrangercauseは ない」 である。

図9VAR(GMM)収 録 継 続二 部上 場会 社1980--1989年

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下で有

意であ る関係 を示 してい る。矢印 は、各変数 のFromか らToへ の規定関係 を示 している。
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表10VAR(GMM)

Waldtest(標 本数:126)

収録非継続企業全社1980-1989年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 2.7152129

0.43765

159.37674

0.00000

4.6968589

0.19539

1.0730183

0.78359

雇 用 2.8638561

0.41310

5.3433098

0.14832

1.4804484

0.68679

2.2630091

0.51964

設備投資 0.60185135

0.89601

1.7615282

0.62334

2.3098162

0.51064

0.42281911

0.93549

設備廃棄 0.12514347

1・::・ ・

3.8687374

0.27599

0.03312965

0.99841

0.09744271

0.99214

当期利益 26.880518

0.00001

15.356414

0.00154

4.7981698

0.18719

0.13097402

0.98788

注:上 段 は カイ2乗 検 定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無仮説 は 「Fromの 変数か

らToの 変数へ のGrangercauseは ない」であ る。

図10AR(GMM)収 録非 継続 企業 全社1980--1989年

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下 で有

意であ る関係 を示 してい る。矢印 は、各変数 のFromか らToへ の規定関係 を示 してい る。
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表11VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数1697)

収録企業全社1990-2002年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 14.000352

0.00290

6.5861453

0.08633

14.797418

0.00200

2.2630991

0.51963

雇 用 1.8729781

0.59918

42.188899

0.00000

76.482557

0.00000

1.5113681

0.67965

設備投資 3.5193211

0.31826

23.118674

0.00004

18.245054

0.00039

16.518201

1111:・

設備廃棄 7.0138791

0.07146

84.414552

0.00000

48.120759

0.00000

6.4444841

0.09188

当期利益 5.5254156

0.13713

15.918963

0.00118

6.0519332

0.10911

9.2012086

0.02673

注:上 段 はカイ2乗 検定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無仮説 は 「Fromの 変数 か

らToの 変数へ のGrangercauseは ない」 である。

図11VAR(GMM)収 録企 業全 社1990-2002年

OEM比 率

設備投資 設備廃棄
レ

当期利益

雇 用

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下で有

意であ る関係 を示 してい る。矢印 は、各変数 のFromか らToへ の規定 関係 を示 している。
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表12VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数1515)

収録継続企業全社1990-2002年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 29.994218

0.00000

7.3308942

0.06207

8.4530488

0.03752

1.1025871

0.77645

雇 用 1.3188320

0.72467

58.379700

0.00000

73.472906

0.00000

0.81538269

0.84578

設備投資 1.6396720

0.65043

4.9421114

0.17609

9.2863154

0.02572

3.2184767

0.35915

設備廃棄 13.768020

0.00324

120.01966

0.00000

::1.111

0.00000

2.8350030

0.41777

当期利益 5.6245873

0.13137

20.007761

0.00017

1.7105523

0.20544

7.2315864

0.06487

注:上 段 は カイ2乗 検 定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無仮説 は 「Fromの 変数か

らToの 変数へ のGrangercauseは ない」であ る。

図12VAR(GMM)収 録 継続企 業 全社1990zOO2年

OEM比 率

設備投資 設備廃棄 当期利益

雇 用

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超!0%以 下 で有

意であ る関係 を示 している。矢印 は、各変数 のFromか らToへ の規定関係 を示 してい る。
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表13VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:999)

収録継続一部上場会社1990-2002年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 20.738207

0.00012

2.4327498

0.48757

7.5344733

0.05668

4.7759545

0.18896

雇 用 0.20097436

0.97743

58.031749

0.00000

9.5416155

0.02289

0.72666094

0.86692

設備投資 5.3626999

0.14709

7.5312555

0.05676

8.3418154

0.03945

0.57417817

0.90232

設備廃棄 9.7007729

0.02129

6.2081271

0.10191

34.694870

0.00000

1.2293055

0.74598

当期利益 2.7524146

0.43139

25.613344

0.00001

3.4372333

0.32899

121.80238

0.00000

注:上 段 は カイ2乗 検 定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無仮説 は 「Fromの 変数 か

らToの 変数へ のGrangercauseは ない」 であ る。

図13VAR(GMM)収 録 継続 一部 上 場会社1990-2002年

ノ

OEM比 率

設備投資 設備廃棄 当期利益

雇 用

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下で有

意で ある関係 を示 してい る。矢印 は、各変数 のFromか らToへ の規定 関係 を示 している。
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表14VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:516)

収録継続二部上場会社1990-2002年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 19.979902

0.00017

11.904907

0.00772

3.0827481

0.37904

0.74113865

0.86349

雇 用 14.842004

0.00196

29.315112

0.00000

22.992975

0.00004

11.101151

0.01119

設備投資 10.607007

0.01405

2.5305060

0.46980

5.0084590

0.17118

4.6507218

0.19923

設備廃棄 18.429053

0.00036

22.677944

0.00005

36.831990

0.00000

6.7352531

0.08083

当期利益 4.6137349

0.20237

3.5281263

0.31713

4.2403333

0.23665

0.83457168

0.84118

注:上 段 はカイ2乗 検定量(自 由度はすべて3)、 下段 はP値 、帰 無仮説 は 「Fromの 変数 か

らToの 変数へのGrangercauseは ない」 である。

図14VAR(GMM)収 録 継続 二部 上場 会社1990-2002年

OEM比 率

設備投資 設備廃棄 レ 当期利益

雇 用

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有意 であ る関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下で有

意であ る関係 を示 してい る。矢印 は、各変数のFromか らToへ の規 定関係 を示 している。
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表15VAR(GMM)

Waldtest(標 本 数:182)

収録非継続企業全社1990-2002年

To

From

OEM比 率 雇 用 設備投資 設備廃棄 当期利益

OEM比 率 41.690237

0.00000

13.188891

0.00425

9.9618765

.'

4.8734680

0.18130

雇 用 23.335727

0.00003

23.505997

0.00003

13.822200

0.00316

7.8938963

0.04826

設備投資 0.92763908

0.81875

24.669987

0.00002

10.716429

0.01336

6.7584517

0.08001

設備廃棄 15.049883

0.00177

10.164599

0.0122

11.851990

0.00791

14.613973

0.0021s

当期利益 11.155433

0.01091

5.9827726

0.11245

19.002208

0.0002

18.491971

0.00035

注:上 段 は カイ2乗 検 定量(自 由度 はすべ て3)、 下段 はP値 、帰無仮 説 は 「Fromの 変数 か

らToの 変数へ のGrangercauseは ない」であ る。

図15VAR(GMM)収 録 非継 続企 業全 社1990・-2002年

注:実 線 は、P値 が5%以 下で有 意で ある関係 を示 し、点線 は、P値 が5%超10%以 下 で有

意で ある関係 を示 している。矢印 は、各変数 のFromか らToへ の規定 関係 を示 している。
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No.!8」「奈良大学情報処理センター年報

1980年 ～2002年)業種別設備廃棄と設備投資の関係:営業利益、経常利益、当期利益(税引後当期純利益)について(通期

 

】1【表

輸送用機械器具(営 業利益)業種
29通 期(1980-2002)

収録企業全社 収録継続企業全社 収録継続一部上場会社 収録継続二部上場会社 収録非継続企業全社

設備投資から設備廃棄 5%有 意 5%有 意 5-10%有 意水準

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

設備廃棄から設備投資 5%有 意 5%有 意 5%有 意 5%有 意

利益基準 設備投資・設備廃棄 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄 設備投資

利益結果 設備廃棄 設備廃棄 設備廃棄 設備廃棄

From 雇用 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資 設備投資・設備廃棄

From OEM 設備投資・設備廃棄 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄 設備投資・設備廃棄

To 雇用 設備投資・設備廃棄 設備廃棄 設備投資(5-10%) 設備廃棄

To OEM 設備廃棄 設備廃棄 設備廃棄

独立 0

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

輸送用機械器具(経 常利益)業種
29通 期(1980-2002)

収録企業全社 収録継続企業全社 収録継続一部上場会社 収録継続二部上場会社 収録非継続企業全社

設備投資から設備廃棄 5%有 意 5%有 意 5-10%有 意水準

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

設備廃棄から設備投資 5%有 意 5%有 意 5%有 意 5%有 意

利益基準 設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資

利益結果 設備廃棄 設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄

From 雇用 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄(5-10%) 設備投資・設備廃棄

From OEM 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄

To 雇用 設備投資・設備廃棄 設備廃棄 設備投資(5-10%) 設備廃棄

To OEM 設備廃棄 設備廃棄 設備廃棄

独立 0

利益基準

利益結果 設備廃棄

From 雇用

From OEM

To 雇用 設備廃棄

To OEM

輸送用機械器具(当 期利益)業種
29通 期(1980-2002)

収録企業全社 収録継続企業全社 収録継続一部上場会社 収録継続二部上場会社 収録非継続企業全社

設備投資から設備廃棄 5%有 意 5%有 意 5%有 意

利益基準 設備投資・設備廃棄

利益結果 設備投資・設備廃棄

From 雇用 設備投資・設備廃棄

From OEM 設備投資・設備廃棄

To 雇用 設備投資・設備廃棄

To OEM 設備廃棄

設備廃棄から設備投資 5%有 意 5%有 意 5%有 意 5%有 意 5%有 意

利益基準 設備投資・設備廃棄 設備廃棄 設備投資

利益結果 設備投資・設備廃棄 設備廃棄 設備廃棄 設備廃棄

From 雇用 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄(5-10%) 設備投資・設備廃棄

From OEM 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備廃棄 設備投資・設備廃棄

To 雇用 設備投資・設備廃棄 設備廃棄 設備投資 設備廃棄

To OEM 設備廃棄 設備廃棄 設備投資(5-10%) 設備廃棄

独立 0

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

項目名に括弧(5-10%)が ついているのは、各変数間の関係が5-10%の 有意水準であることを示している。項 目名に括弧のついていないのは、5%以 下の有意水準である。
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【表2】 業種別設備廃棄と設備投資の関係=営 業利益、経常利益、当期利益(税引後当期純利益)について(80年 代=1980年 ～1989年)

業種 輸 送用機械器具(営 業 利益)

2980年 代(1980-1989)

収録企業全社 収録継続企業全社 収録継続一部上場会社 収録継続二部上場会社 収録非継続企業全社

設備投資から設備廃棄 5%有 意

利益基準 設備投資・設備廃棄

利益結果

From 雇用 設備投資・設備廃棄(5-10%)

From OEM

To 雇用 設備投資

To OEM

設備廃棄から設備投資 5%有 意

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

独立 O 0 0 O

利益基準 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資(5-10%)

利益結果

From 雇用 設備投資 設備投資 設備投資・設備廃棄

From OEM 設備投資(5-10%) 設備投資

To 雇用 設備投資

To OEM 設備廃棄(5-10%)

業種 輸送用機 械器具(経 常利益)

2980年 代(1980-1989)

収録企業全社 収録継続企業全社 収録継続一部上場会社 収録継続二部上場会社 収録非継続企業全社

設備投資から設備廃棄 5%有 意

利益基準 設備投資 ・設備廃棄(5-10%)

利益結果

From 雇用 設備投資・設備廃棄

From OEM

To 雇用 設備投資

To OEM

設備廃棄から設備投資

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

独立 0 0 0 0

利益基準 設備投資 設備投資

利益結果

From 雇用 設備投資 設備投資 設備投資・設備廃棄

From OEM 設備投資(5-10%) 設備投資・設備廃棄(5-10%)

To 雇用 設備投資(5-10%)

To OEM 設備廃棄(5-10%)

業種 輸 送用機械器 具(当 期 利益)

2980年 代(1980-1989)

収録企業全社 収録継続企業全社 収録継続一部上場会社 収録継続二部上場会社 収録非継続企業全社

設備投資から設備廃棄 5%有 意

利益基準 設備投資・設備廃棄

利益結果 設備廃棄(5-10%)

From 雇用 設備投資・設備廃棄

From OEM

To 雇用 設備投資

To OEM

設備廃棄から設備投資

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

独立 0 0 O 0

利益基準

利益結果
From 雇用 設備投資 設備投資 設備投資・設備廃棄

From OEM 設備投資(5-10%) 設備投資

To 雇用

To OEM

*項 目名に括弧(5-10%)が ついているのは、各変数間の関係が5-10%の 有意水準であることを示している。項目名に括弧のついていないのは、5%以 下の有意水準である。
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【表3】 業種別設備廃棄と設備投資の関係 二営業利益、経常利益、当期利益(税引後当期純利益)について(90年 代=1990年 ～2002年)

業種 輸送用機械器具(営 業利益)
2990年 代(1990-2002)

収録企業全社 収録継続企業全社 収録継続一部上場会社 収録継続二部上場会社 収録非継続企業全社

設備投資から設備廃棄 5%有 意 5%有 意 5%有 意

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

設備廃棄から設備投資 5%有 意 5%有 意 5%有 意 5%有 意

利益基準 設備廃棄 設備廃棄 設備投資

利益結果 設備廃棄 設備廃棄 設備廃棄

From 雇用 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄

From OEM 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄 設備投資

To 雇用 設備投資・設備廃棄 設備廃棄 設備投資 設備廃棄

To OEM 設備廃棄(5-10%) 設備廃棄 設備廃棄 設備廃棄

独立 0

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

業種 輸送用機械 器具(経 常利益)

2990年 代(1990-2002)

収録企業全社 収録継続企業全社 収録継続一部上場会社 収録継続二部上場会社 収録非継続企業全社

設備投資から設備廃棄 5%有 意 5%有 意 5-10%有 意水準 5%有 意

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

設備廃棄から設備投資 5%有 意 5%有 意 5%有 意 5%有 意 5%有 意

利益基準 設備廃棄 設備廃棄 設備廃棄 設備投資・設備廃棄

利益結果 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄 設備廃棄 設備投資 ・設備廃棄(5-10%) 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄

From 雇用 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄(5-10%) 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄

From OEM 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄 設備投資 設備投資・設備廃棄

To 雇用 設備投資・設備廃棄 設備廃棄 設備投資(5-10%) 設備廃棄 設備投資・設備廃棄

To OEM 設備廃棄(5-10%) 設備廃棄 設備廃棄(5-10%) 設備廃棄 設備廃棄

独立

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

業種 輸 送用機械器 具(当 期利益)

2990年 代(1990-2002)

収録企業全社 収録継続企業全社 収録継続一部上場会社 収録継続二部上場会社 収録非継続企業全社

設備投資から設備廃棄 5%有 意 5%有 意 5%有 意

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

設備廃棄から設備投資 5%有 意 5%有 意 5%有 意 5%有 意

利益基準 設備廃棄 設備廃棄(5-10%) 設備廃棄

利益結果 設備投資・設備廃棄(5-10%) 設備廃棄(5-10%)

From 雇用 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄 設備投資・設備廃棄

From OEM 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄 設備投資(5-10%)・ 設備廃棄 設備廃棄(5-10%) 設備投資

To 雇用 設備投資・設備廃棄 設備廃棄 設備投資(5-10%) 設備廃棄

To OEM 設備廃棄(5-10%) 設備廃棄 設備廃棄 設備投資・設備廃棄

独立 0

利益基準

利益結果

From 雇用

From OEM

To 雇用

To OEM

*項 目名に括弧(5-10%)が ついているのは、各変数間の関係が5-10%の 有意水準であることを示している。項目名に括弧のついていないのは、5%以 下の有意水準である。
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